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米米国国ににおおけけるる青青果果物物のの購購買買とと価価格格のの動動向向  

TThhee  PPaacckkeerr 

１．果実と野菜の購入はコロナ禍

において引き続き好調 （２０２２年

３月１８日）（一部省略） 

米国ではコロナ禍が続いている

ので、大半の消費者は新型コロナ

ウイルス感染への不安の日々が長

引くにつれて健康的な選択肢を取

り入れ、その結果、青果物の販売

は底堅い。サプライチェーンの問

題と労働力不足は、局所的及び地

域的な影響を与えたかもしれない

が、青果物に対する全体的な関心

は、コロナ禍前と同じくらい強い。 

本誌が編纂した「青果物動向  

２０２２」に収録されたデータによる

と、消費者の４分の３が過去１年間

に生鮮果実を食べたと回答し、  

７３％が生鮮野菜を食べたと回答

している。冷凍の果実や野菜を食

べたと選択した人はそれぞれ３１％

と４６％で、生鮮果実・野菜に比べ

てはるかに人気がなかった。 

価格は明らかに青果物購入の決

定に影響を及ぼす。消費者１０人

中８人近く（７９％）が、生鮮果実・

野菜の購入に昨年よりも多くを支

払っていると思うと答えた。大半 

（５９％）が、青果物の購入に１％か

ら２４％多く支払っていると推定し

ている。コロナ禍による価格の上昇

は徐々に消費者の考え方に浸透

しているが、それは人々が常に彼

らが望むものをまさしく購入できる

という意味ではない。 

調査によると、消費者の３分の１

強（３６％）が、健康的なものを買い

たいと望んでおり、お得な価格で

買えるときに購入するとしている。

しかしながら、消費者の３０％は買え

るものしか買わないと答え、１５％は

高価すぎる場合が多く、めったに買

わないと答えた。セールス品を購入

することと店の自社ブランド品を選

択することが、消費者がより多く青果

物を購入することができる方法の上

位２つであった。 

より多くの消費者が自宅で食事を

しており、このことが食料品店に買

い物に行った際の青果物の需要を

押し上げている。 

青果物動向２０２２の回答者のほ

ぼ半数が、以前よりも自宅で食べる

頻度が高くなったと回答し、２９％が

過去１年間に惣菜の購入を減らし、

青果物を増やしたと回答した。 

消費者は週に１回程度店に買い

物 に 行 く 傾 向 が あ る 。 回 答 者 の  

３４％が青果物を月に４回購入した

と答え、２２％が月に２〜３回購入を

したと答えた。一方、２１％が毎日ま

たは週５回以上青果物を購入したと

答えた。 

青青果果物物購購入入のの主主なな要要因因  

全体像を分析すると、収入は、年

齢や民族性とともに、青果物の購入

を決定する主な要因として際立って

いる。大部分の品目で、１０万ドル以

上の収入を得ている消費者は、生

鮮果実・野菜を購入する傾向が最も

強かった。対照的に、最低所得層

(年間収入２万５千ドル未満)の消費

者は、購入する傾向が最も弱く、コ

ロナ禍による価格の上昇によってこ

うした消費者が青果物を購入するこ

とが一層難しくなることは確かであ

る。これらの消費者は通常、バナ
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ナ、ジャガイモ、タマネギ、イチゴなどの基本的な品

目を選択するが、高級品には手が届かない。 

近年の傾向では、６０歳以上の消費者は青果物を

購入する傾向が最も強く、最も若い層の消費者（１８

〜２９歳）は青果物のほとんどの品目で購入する度

合いが最も低かった。これはおそらく、年配の消費者

が健康を維持するのに良いものを食べたいという願

望をもっていることと、若い消費者の可処分所得が

少ないことに由来していると思われる。 

民族性を考慮する場合、小売業者は販売努力の

対象を黒人系消費者に絞ることを検討するのが良い

であろう。このグループは、総じて青果物の購入頻

度が最も低いグループであった(昨年も同じ傾向)。

一方、ヒスパニック系の消費者は、今年注目の有望

な民族グループのようだ。ラテン系の消費者は、さま

ざまな青果物を購入する傾向が強いグループであっ

た。 

全体として、回答者の６９％が５年前よりも多くの青

果物を食べていると答え、６４％が１年前よりも多く食

べていると答えた。これらの消費者の多くは、生鮮果

実・野菜をスナック（間食）食品として利用している。

回答者の５５％が、１年前よりもスナックとして青果物

を購入していると答えた。５８％が、５年前よりもスナッ

クとして青果物を選んでいると答えた。 

消費者が買い物をする場所に関しては、６０％が従

来型のスーパーマーケットで青果物を購入したと答

えた。別の２９％はトレーダージョー＊のような高級志

向食品専門店を選択し、２６％はファーマーズマー

ケットを挙げた。 
＊グルメ・フード、オーガニック・フード、ベジタリアン・フー

ド、輸入食品、各種ワイン、ユニークな冷凍食品も品揃え

し、いわゆる「グルメ・スーパーマーケット」と呼ばれる比較

的高級志向の食料品小売店。 

消費者は、新しい商品を試すことに乗り気であり、

それはマーケティング担当者が利用できることであ

る。回答者の４０％はセール中の商品が何か新しい

ことを試すきっかけになったと答え、３６％は試供品

に影響されたと答えた。以前購入しなかったが現在

は購入していると回答のあった品目の第１位はアボ

カドであり、そう回答した割合は３３％であった。消費

者はまた、アスパラガス、バナナ、ピーマンを以前よ

りも受け入れるようになった。回答者の１０人中７人近

く（６９％）が、２０年前よりも多種多様な青果物を食べ

ていると答えた。 

品品目目のの分分析析（（ラランンキキンンググ））  

バナナは１位の果実の座を堅持したが、今年初め

てイチゴが２位にランクインし、ブドウとリンゴ(通常は

２位)を同点の３位に押しのけた。 

スイカは果実の５位まで順位を上げ、オレンジの順

位を１つ下げた。 

ラズベリーも今年勢いを増し、青果物動向２０２２で

は前回の１６位から１４位に躍進した。昨年トップ２０

から脱落したマンゴーは、１９位に浮上し、ネクタリン

が２０２２年のトップ２０のリストから外れた。 

ジャニス・M・クレジン 

２．青果物のインフレは減速の兆しなし（２０２２年３月

２１日） 

青果物の価格は上昇していて、消費者の大層は食

品や飲料の家計支出の上昇を懸念しており、これに

は果実や野菜も含まれる。 

これは、市場調査会社であるＩＲＩ社と２１０－アナリテ

ィクス社が２０２２年３月に出した青果物レポート「価格

上昇は２０２２年２月も青果物の大きな話題」に基づい

ている。 

２１０－アナリティクス社のアン=マリー・ローリンク社

長は、２月２７日までの４週間をカバーしているこのレ

が増えていない実態」を示しているとして、「果実と野

菜の価格上昇率は現在２桁で推移しており、すぐに

減速する兆候はない」と本誌への電子メールで語っ

た。 

ＩＲＩ社は、２月にスーパーマーケット、購買組合、量

販店、ディスカウントセンター、ドラッグストア、軍の販

売店、その他の小売食品店などの米国の多店舗小売

を調査し、食料品価格の価格上昇が２０２０年及び  

２０２１年の上昇レベルを上回って継続していることを

明らかにした。２０２２年２月のすべての飲食料品の単

位あたりの平均価格は、前年同期と比較して１０.３％

上昇し、前々年と比較して１６.８％上昇した。 

ＩＲＩ社のチームリーダーであるジョナ・パーカー氏

は、「２月の当社の購買客調査では、消費者の９０％

がさまざまな食料品部門で価格上昇に気づいてお

り、うち何と９６％の消費者が価格上昇を心配している

ことがわかった。これに対応して、消費者の７５％がす

でに食料品の買い物に１つ以上の変更を加えてお

り、２０２２年１月の６４％から大幅に増加している」とレ

ポートで述べている。 

ローリンク社長は、青果物の価格が昨年よりも上昇

しており、飲食品全体よりもわずかに高い割合で上昇

し、２０２２年２月には青果物全体の１ポンドあたりの価

格が２０２１年２月に比べて１０.９％上昇したと指摘し

た。  （注：１ポンド＝約０.４５３６ｋｇ） 

ＩＲＩ社のデータによると、果実の価格上昇率は２月

に史上最高の水準(１６.１％増)に達したが、生鮮野菜

の価格上昇率(６.２％増)は平均をはるかに下回って

いた。 

国際青果物協会の小売・フードサービス・卸売担当

副社長のジョー・ワトソン氏は、「青果物の価格上昇率

は２桁に達し、この種の価格上昇に対する消費者の

懸念を業界は共有している。消費者は、お得な価格

のものや販売促進品を探し、自宅での廃棄物を最小

限に抑えることに注力しており、店舗では新鮮さと賞

味期限の長さに大きな重点を置いて買い物をしてい

る。同時に、消費者は缶詰、冷凍、生鮮品の中から選

択して購入することで支出のバランスを取り、多くは予

算内に留めるように購入する量を減らしている。これら

ポートは、販売額が「好調に見える」一方で、「販売量
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悪化した。販売金額は４.６％増加したが、販売量は 

５.７％減少し、価格の上昇と販売の低下により、販売

量と販売金額との間に１０.３％ポイントの差が生じた」

と述べた。 

販売金額の伸びから上位１０位までの品目を見る

と、価格上昇圧力の高まりがさらに明らかになる（下表

参照）。 

パーカー氏は、「販売金額の純増加額のトップ１０の

青果物を見ると、販売総額が比較的小さいライムやミ

ックスフルーツが依然として部門の成長に大きく貢献

できることを示している。しかし、何よりも、価格の上昇

が影響している。ミックスフルーツとサラダキットを除い

て、価格が前年比で大幅に上昇したライムとアボカド

を筆頭にトップ１０の成長品目はすべて２桁の価格上

昇率を示している」と語った。 

同氏は続けて、「一方、サラダキットの販売は引き続

き好調であり、自宅での昼食はその重要な要素だと

思う。在宅勤務の人数は、今日でもコロナ禍前よりも

多く、２月の調査では、サラダは自宅で昼食に作るも

ののトップ５に入っている」と述べた。 

ジェニファー ストレーリー 

米米国国ののカカンンキキツツ類類のの供供給給量量はは過過去去５５００年年間間でで最最低低のの予予測測  
TThhee  PPaacckkeerr（（22002222 年年 33 月月 3300 日日）） 

品目の緩やかな減少に関連している。 
*ここでの単位「トン」は、ヤード・ポンド法の単位であり、メー

トル法の約９０７キログラムに相当する。以下同じ。 

３月の予測では、米国におけるオレンジの総出荷量

は、２０１７-１８年にハリケーン・イルマによる災害の余

波の中で観察された水準を下回ることが示唆される。 

２０２１-２２年のカンキツ類の総出荷量は、２０２１年 

１０月に公表された米国農務省の当初予測６１０万トン

を１.６％下回ると予測されている。 

消費者の対策の多くは、販売量に対する圧力となっ

ている」と語った。 

ローリンク社長は、青果物の販売額は２０２２年２月

に５６億ドルに達し、この数字は２０２１年の最高記録

を上回ったが、販売額の増加は価格上昇に後押しさ

れたもので、販売個数と販売量は前年比で減少した

と報告した。 

ワトソン氏は、「大幅な価格上昇が販売量を圧迫す

る傾向があることを確かに認識しなければならない。

しかし、我々が持っていないものを売ることはできない

ので、サプライチェーンの混乱の影響を計測すること

が困難であることに注意することも重要である。コロナ

禍が始まって以来、在庫切れは店舗全体の各部門に

とって深刻な問題であり、青果物は労働力不足、輸

送の混乱、その他のサプライチェーンの問題の影響

も受けている。積極的にコミュニケーションを取り、推

奨すべき代替案を提供することは、在庫切れに対処

する際の重要な最善策である」と語った。 

レポートによると、販売額対販売量の問題をより深く

掘り下げると、青果物の販売量は２０２１年を通して前

年同時期の水準を下回ったことが分かる。ローリンク

社長は、「２０２２年１月、販売量の伸びは２０２１年第２

四半期以来の最低水準に落ち込み、２月にはさらに

２０２１-２２年度の米国のカンキツ類生産量は少なか

ったが、最近公表された米国農務省の果実生産見通

し報告はこれを裏付けている。 

同省は、２０２１-２２年度の米国のカンキツ類出荷量

の３月時点の予測は６００万トン＊で、２０２０-２１年度の

確定総出荷量から１３％減少し、その水準であれば 

５０年以上の記録の中で最低となるだろうと公表した。

同省の報告書によれば、今年度の米国全体のカンキ

ツ類出荷量の減少は、フロリダ州のオレンジとグレー

プフルーツの減少と、カリフォルニア州における同じ

表：2022 年 2 ⽉の⻘果物の販売純増額の多い上位 10 位の品目の状況 
  2021 年 2 ⽉の実績との対比 

品目 販売純増額 販売額増加率 総販売金額 1 ポンド当たりの
価格増加率 

  （百万ドル） （％） （百万ドル） （％） 
ベリー類 123 19.4 756 16.1 
アボカド 42 22.4 228 36.6 
メロン 32 29.7 141 10.2 
リンゴ 23 6.9 356 12.9 
ブドウ 16 6.4 275 20.4 
ライム 16 33.2 63 57.0 
オレンジ 14 12.6 128 16.7 
ミックスフルーツ 12 20.5 72 8.4 
サラダキット 9 3.7 250 9.8 
レタス 8 4 205 10.7 

注：記事のＩＲＩ社調査の表を翻訳した。 
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３月の予測では： 

・米国のオレンジ総出荷量は、２０２１-２２年度には 

３８０万トンと、前年度から１５％減少する。 

・ソフト柑橘類(タンジェリン、マンダリン、タンジェロな

どの品目グループ)の出荷量は、合計８７万８千トン

で、前年度から２５％減少する。 

トンで、カンキツ類の中で唯一増加が予測される。 

・フロリダ州のオレンジの出荷量は、今シーズンは 

２２％減の１８５万トンになる。 

・フロリダ州の非バレンシアオレンジ（ネーブルオレ

ンジ、早生、中生の品種）の出荷量は、前年度から 

４５０万箱（２０万３千トン）減少する。 

・フロリダ州のバレンシアオレンジの出荷量は、昨年

度から７１０万箱(３２万トン)減少する。 

・フロリダ州のバレンシアオレンジの収穫前の落果

量は、２０２２年３月の推計では４７％とされ、昨年の

同時期より３８％増加した。米国農務省によれば、今

シーズンの果実の若干の大玉化は、収穫前落果に

よる収穫量の損失を幾分和らげるかもしれない。フ

ロリダ州の高い収穫前落果率と低い収穫量につい

ては、現在発生しているカンキツグリーニング病の

影響に帰することができる。 

・テキサス州は通常、米国の商業的オレンジ生産の

２％未満を占めている。米国農務省によれば、テキ

サス州のオレンジ出荷量は昨年度と比較して６２％

減少した。テキサス州の出荷量の減少は、２０２１年 

２月に数日間にわたって同州の気温が氷点下とな

り、２０２１-２２年度のオレンジの結実に悪影響を与え

た冬の嵐 ウリの影響が長引いていることに大きく起

因している。 

・２０２１-２２年度におけるこれまで(２０２１年１１月～２

０２２年１月)の米国の生鮮オレンジの輸入量は昨年

比で３６％増加した。 

・米国農務省が報告した２０２１年１１月から２０２２年

１月までの生鮮オレンジの平均生産者価格は、１箱

あたり２３.０５ドルで、前年同期から５％上昇した。輸

入の増加とこの価格の上昇は、国内生産量の減少

を反映している。 

・同省は、米国の生鮮オレンジ輸入総量が２０２１- 

２２年度に２７万６千トンに達すると予測しており、チリ

とメキシコが引き続き米国の生鮮オレンジ市場への

最大の供給国であり、南アフリカ、オーストラリア、コ

ロンビアがこれに続く。 

トム・カルスト 

  

核核果果類類のの新新規規摘摘果果剤剤はは手手作作業業をを軽軽減減すするる  
GGoooodd  FFrruuiitt  GGrroowweerr（（22002222 年年 33 月月 2211 日日）） 

クシードの試験を行った。ウォリス氏は、２０２０年はミシ

ガン州のモモの多くは晩霜害により被害を受け、摘果

はほとんど必要なくなったが、２０２１年には平年並み

に摘果が必要な状況に近付いたと語った。 

ウォリス氏によれば、今のところ、アクシードの一回

目処理を２０％開花時、２回目処理を１００％開花時に

行うことにより、着果数がかなり減り、その後の手作業

による摘果をほぼ半減することができる。 

アクシードは、当初、モモ用の摘花剤として開発され

た。遅い時期の処理では、高い確率で薬害が発生し

そうである。ミシガン州の生産者の中には、コードを回

転させる手持ち式摘花機を使う人もいる。しかし、摘

花剤に比べ時間がかかるし経費もかかるとウォリス氏

は語った。 

研究チームは、２０２１年にミシガン州コンクリンのウィ

ンディ・リッジ果樹園でアクシード散布試験の一つを

行った。そこでは、チャック・ラッシュ氏と同氏の息子で

あるカイル氏が生食用モモを８エーカー栽培してい

る。同氏らは、スターファイア、 オールスター、ＰＦ２３

の３品種に散布した。チャック・ラッシュ氏によれば、摘

果効果は品種によって異なる。同氏は、オールスター

への摘果効果が最も高いと考えている。 

ラッシュ氏によれば、同氏の果樹園のモモに対して

アクシードをおそらく使うことになるが毎年は必要ない

新規植物成長調節剤であり核果類では初めての摘

果剤が市場に参入した。研究者によれば、その剤はリ

ンゴの後期摘果の調整用にも使える可能性がある。 

米国環境保護庁は、２０２１年にバレント・バイオサイ

エンス社により製造されたアクシードをリンゴ、モモ及

びネクタリンの摘果剤として登録した。アクシードの有

効成分は、植物ホルモンのエチレン前駆体である  

ＡＣＣ(1-aminocyclopropane-1-carboxylic acid)であ

る。バレント社の製品開発責任者であるスティーブ・マ

カートニー氏は、今年、カリフォルニアのモモ、ネクタリ

ンの摘果剤として市場出荷すると語った。 

モモモモ  

ミシガン州立大学普及部門の元普及員のフィル・シ

ュワリエ氏によれば、手作業で行っているモモの摘果

すべてをアクシードで行えるわけではないが、わずら

わしい作業をかなり軽減できる。同氏はアクシードの

摘果試験を行ってきた。 

同氏は、「これは核果類の摘果に大きなブレークス

ルーとなる。数百年も核果類は手作業で摘果しなけ

ればならなかった。今や摘果剤により作業を軽減でき

る」と語った。 

シュワリエ氏とミシガン州立大学普及部門のリンゴ栽

培専門家であるアンナ・ウォリス氏は、ミシガン州グラ

ンドラピッズ市北部のモモ園で２０２０年と２０２１年にア

・レモンの出荷量は、前年度より１０％多い９７万６千
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ルーン、アンズ、サクランボなどの核果類の被害が大き

いらしい。 

核果類の中でもプルーンの被害は深刻のようだ。フ

ランスでは、干しプルーンが古くから好まれていて、プ

ルノー（干しプルーン）といえば、誰でもアジャンと言い

たくなるように、「アジャンの干しプルーン」の名が行き

渡っている。フランスの干しプルーンの生産は、一説に

よると十字軍が中東から種を持ち帰ったことから始まっ

たと言われている。ボルドー近郊で修道僧が栽培して

干ししていたらしい。ボルドー市南東に位置するアジャ

ン市を県庁所在地とするロットエガローヌ県とその隣接

５県に存在する全部で１１８の郡が「アジャンの干しプ

ルーン」の生産地域と認められている。「アジャンの干

しプルーン」は Prunier d’Agen (Prunus domestica 
‘Agen’)の１品種しか使わない。３ｋｇから３.５ｋｇの生果

から１ｋｇの干しプルーンが作られる。２００２年にＥＵの

地理的表示保護制度（ＩＧＰ）で承認された。 

フランス全国干しプルーン業際組織（ＢＩＰ）の資料

（年代が明記されていないので２０２０年以前の数値と

フランスの多くの果樹農業者が、今年の収穫に大

きな期待を寄せていたはずである。昨年４月６日から

８日にかけての異常気象による霜害の被害が大きか

ったからだ。ところが今年も４月２日から５日にかけ

て、フランス本土全域で急激な気温の低下が見られ

た。３月２７日の日曜日、各地で日中最高温度が  

２０℃を超え、２４℃を記録するところもあった。２８日

にフランス気象庁は、その後４日間の間に１２度から

１５度程度気温が下がるだろうと予報していた。実

際、４月４日に、フランス本土に散在する３０の気象観

測所の平均最低気温は、４月としては１９４７年以来 

７５年ぶりにマイナス７℃を記録した。昨年同様、暖

冬と３月の異常な高温も被害を大きくしている。当初

  
フフラランンスス現現地地情情報報調調査査員員  ジジャャンンルルイイ・・ララリリュュ  
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リンゴが直径約２０ｍｍの幼果の時期に、最後の調整

用としてアクシードはうまく作用することを見出した。ウ

ォリス氏によれば、標準的な摘果剤であるマックスセル

(6-benzyladenine)とセビン(carbaryl)は、そうした時期の

効果はなく、これらは初期の摘果時期に利用すべき剤

という。 

マサチューセッツ大学のデュアン・グリーン氏とジョ

ン・クレメンツ氏も散布試験を行い、アクシードは摘果

剤として後期の作用がより優れることを見出した。その

時の果実直径は１５～２０ｍｍであり、まだ手作業での

摘果がかなり必要となりそうな時期である。 

２０２１年の散布試験では、りんご生産者４人が果実

直径１５～２０ｍｍの時期にアクシードの２００～４００  

ｐｐｍ処理を行うよう指示された。クレメンツ氏によれば、

摘果試験の結果は園や品種で異なった。ガラやジョナ

ゴールドなどのゴールデンデリシャス型品種は十分な

摘果効果が得られ、手作業による摘果が少しですむ

か、場合によっては全く必要でなくなる。マッキントッシ

ュ（旭）型品種では、ほとんど効果が得られなかった。

ハニークリスプに対するアクシード処理の効果は、これ

から試験していくことになる。処理時期や品種間差に

ついてはさらに試験が必要になるとクレメンツは語っ

た。 

グリーン氏は、アクシード処理によりいくらか葉の黄化

が発生すると指摘している。しかし、その程度はそれほ

どひどくなく、問題になるとは考えていないという。 

マット・ミルコヴィッチ 

かもしれない。ある年には晩霜害によりモモの花が被

害を受け、摘果剤が必要でなくなる。通常の年には

アクシードを１回、おそらく２回になるかもしれないが

散布することになる。２回目処理は、樹の上部だけに

散布することで晩霜害が実際に起こった時の減収の

悪影響を回避するかもしれない。もしくは、本当に心

配なら、一回目処理でもそのようにするかもしれな

い。その理由は、樹の上部を手作業で摘果するには

ハシゴが必要になり一般的に経費がかかるし、下枝

より晩霜害の被害を受けることが少ないからである。 

ラッシュ氏は、手作業で行っているモモの摘果す

べてをアクシードで行うことを期待してはいない。も

し、摘果剤で着果量を半分にできれば、多くの作業

時間と経費を節減できるだろうと語った。 

米国ジョージア大学のモモ研究者であるダリオ・チ

ャベス氏は、２０２１年に州内において生産者による

散布試験と研究用散布試験でアクシードを評価し

た。その着果量の削減効果は今後に期待のもてるも

のだった。同氏によれば、アクシードに対する反応に

は品種間差がある。しかし、異なる開花ステージに複

数回散布を行う方法を開発すれば、ジョージア州の

生産者が品種間差にも十分に対応できるようになる

かもしれない。 

リリンンゴゴ  

ウォリス氏は、アクシードがリンゴの摘果作業計画

に組み込むのに非常に都合がよいと語った。ウォリス

氏とシュワリエ氏は、モモと合わせて、過去２年間、リ

ンゴにもアクシードの散布試験を行った。同氏らは、

は報道もバラバラで、２年続きの霜害で、＜フランス

のワインや果樹産業は壊滅的な打撃を受けた＞と報

じるニュースがある一方で、＜昨年と違って湿度が高

くなく、大したことはなかった＞という新聞記事も見ら

れた。その後の報道によると、今年の霜害は地域格

差が激しく、フランスの南西部のモモ、ネクタリン、プ

フフラランンスス：：干干ししププルルーーンン  今今年年もも４４月月のの霜霜害害
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中国のゼロコロナ措置の影響を受け、雲南、萍郷（へ

いきょう）、東興、モーハンの国境で厳格な監視が行

なわれ、交通渋滞が起こり、タイだけでなく、すべての

国の果実の輸出に影響を及ぼした。 

このほか、国内の果実の消費を３０％から４０％に引

き上げることが提案された。同会合では果実の流通、

品質管理、消費促進のための措置、輸出支援のため

の措置、果実への付加価値向上の促進、緊急時の農

業者救済措置などの２０２２年の果実管理のための措

置と非常事態の場合の対策と予防措置プロジェクトが

策定された。これらの措置により、４５万トンの果実を

支援することができ、これ以外の果実については農業

者が品質の良い果実を生産することができ、規格基

準に従った果実を販売することができ、販売業者がそ

れに見合った価格で販売することができるという市場

のメカニズムに基づいて輸出することができる。 

アロンコーン氏によると、２０２１年にタイは中国に過

去最高の１,６００億バーツの果実を輸出しており、中

国産果実の輸入は４００億バーツであると述べた。そ

のため、タイは、中国からの果実輸入額の３～４倍の

果実を中国に輸出しており、中国でのタイ産果実の

市場シェアは４０％を占めている。ちなみに２位はチリ

の１４％、ベトナムの６％となっている。２０２１年の中国

への果実の輸出は、中国の厳格な新型コロナウイル

ス対策にもかかわらず、ドリアンの輸出だけで１,０００

「中国の新型コロナウイルス流行のタイ産果実輸出

への影響を懸念し、船便での輸出を５５％増加する

ことを提案」（２０２２年４月７日付け「プラチャーチャー

ト・トゥラキット」紙より） 

タイ果実開発・管理委員会は、中国での新型コロナ

ウイルスの流行により、同国のゼロコロナ政策により

国境が閉鎖される可能性があることを懸念し、果実輸

出業者に船便での輸出を５５％増やすようアドバイス

している。また、国内消費者市場を３０％から４０％に

拡大して、農業者および輸出業者へのリスクを削減

できるように取り組むよう呼びかけている。 

農業協同組合大臣の相談役であるアロンコーン・ポ

ンブット氏は、果実開発・管理委員会の会合後、タイ

産果物の輸出について最も懸念している事項として

中国の新型コロナウイルスの流行を取り上げた。中国

がゼロコロナ政策に従って国境を閉鎖する可能性が

あるため、中国向け果実の輸出業者に船便での輸送

を最大限に利用し、５５％増加させるようアドバイスし

た。また、陸路の場合でも、国境が閉鎖されても、道

路輸送よりは確実なため、中国‐ラオス鉄道の貨車・

客車混合列車を利用することも選択肢とするようにア

ドバイスを行った。同会合では、タイから中国に同鉄

道を利用して、３日以内に輸送する方法についても

話し合われた。現時点では、トンキンの国境を除くす

べての国境が開放されているが、今年３月１４日には

思われる）によると、生産者は１,１４０軒（総面積１万 

１,５００ヘクタールで、平均一軒あたり１０ヘクター

ル）、加工業者は６２軒あり、干しプルーンの生産量

は４万２千トンで、加工品の売上高は１億１,９００万ユ

ーロ（約１６０億円）とある。 

フランスの干しプルーンは「アジャンの干しプルー

ン」の生産地域として認められた地域と、同６県の中

で地理的表示保護の認証を受けない地域の生産の

合計が干しプルーンの９９％を占め、残りは地中海沿

岸のローヌ川河口の４県とコルシカ島２県で生産され

ている。ロットエガローヌ県は１県だけでフランスの干

しプルーンの生産の７６％を占めている。フランス全

体の干しプルーンの生産量は、チリ、米国に次ぎ世

界第３位で、２０２０年のフランスの干しプルーンの生

産量の３分の１強が輸出された。スペイン、イタリア、

ギリシャ、アルジェリア、中国が主な輸出先である。 

ＢＩＰの４月初めの記者会見では、「フランスのプル

ーンの収穫量は、（干しプルーン生産量換算で）  

２０２０年には３７,７６５トンであったが、２０２１年には 

１６,４００トンに減った。今年は９,０００トンに満たない

であろう」と予測している。２０２１年は収量が大きく減

ったものの、在庫があったため、干しプルーン産業全

体の被害を抑えることができたが、今年は収量の落

ち込みも昨年よりも大きく、また在庫も尽きている。そ

の上、プルーンの乾燥に欠かせない燃料費が大幅に

値上がりしている。 

ロットエガローヌ県でマイナス７℃を記録したことを踏

まえて、プルーン個人栽培農業者連合（３５０軒の農

業者の連合）のパトリック・レジェ会長は、「このような

寒さにはとても対応できるものではない」と語った。  

４月６日にカステックス首相は、４月初めの霜の被害を

受けたワイン用ブドウ栽培農業者や果樹栽培農業者

に対して、全国農業災害基金制度を発動することと、

さらに２千万ユーロ（２７億円相当）の緊急支援基金を

援助に当てると発表した。しかし、ＢＩＰのモルテムスク

会長は、４月７日、「収穫できるはずの８０％近くが失

われた。約１千軒の生産者の半数が経営破綻に陥る

であろう。生産者だけでなく加工業者も大変なことに

なっている。干しプルーン産業全体が危険な状態だ」

と語り、「農業災害基金では生産の４０％しかカバーで

きず、干しプルーン産業は再起できない」として、政府

にもっと強力な支援策を要求している。 

４月５日の夜のテレビニュース（放送局「フランス２」）

で、あるプルーン生産者が「去年も１００％やられたう

えに、今年もこれじゃ、後はチェーンソーが登場するし

かない」と、樹を伐採してプルーンの栽培は止めること

を示唆していたのが印象に残る。 

タタイイ：：ココロロナナ禍禍のの中中国国へへのの果果実実輸輸出出のの状状況況  
                                            タタイイ現現地地情情報報調調査査員員  坂坂下下  鮎鮎美美  
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 ゴーの総栽培面積を拡大し、輸出を６億５千万米ドル

に増やす計画である。 

２２．．オオーースストトララリリアアのの生生食食用用ブブドドウウ生生産産者者  ２２００２２２２年年

のの販販売売ははよよりり高高いい収収益益をを期期待待  ＦｒｅｓｈＦｒｕｉｒＰｏｔａｌ 

（２０２２年３月２１日）  

オーストラリアの生食用ブドウ生産者は１月中旬か

ら収穫を続けており、２０２２年は前年の販売量を上回

る可能性があると予想している。 

オーストラリア貿易投資委員会（ＡｕｓＴｒａｄｅ）の報告

書によると、中国は依然としてブドウ生産者の主要輸

出市場であり、販売額は昨年の合計６億６,０００万豪

ドル(４億４,９００万米ドル)を超えると予想されている。 

報告書は、過去２年間の混乱にもかかわらず、中国

は依然としてオーストラリアのブドウ生産者にとって有

力な市場であると付け加えている。 

サンレイシア地域に拠点を置く３代目の生食用ブド

ウ生産者のロッキー・マモン氏は、「我々は毎日中国

に出荷を続けている。我々は１０年以上にわたり、顧

客と本当に良い長期的な関係と友情を築いてきてお

り、それらは今も強固である」と語った。 

マモン氏によれば、中国市場の規模と相対的な安

定性により、生産者は、新しい市場を育成・拡大し、

そこに向けて投資を行うことができる。同社は、中国

のほか、韓国、日本、インドネシア、シンガポール、中

東に輸出している。 

ティム・ミルナー氏は、オーストラリアの生食用ブドウ

の４代目の生産者である。同氏一家は１０年近く中国

にブドウを輸出している。同氏は、中国のバイヤーと

積極的で有益な関係を結んでおり、２０１５年に中国

代表団がサンレイシア地域を訪問したときに現在取

引のあるバイヤーと出会った。 

ミルナー氏によれば、世界最大の市場への輸出に

おいて、同氏は計り知れない教訓を学んだ。 

同氏は、「我々は、中国のバイヤーと消費者が何を

望んでいるのかを学び、理解するのに多くの時間を

費やしてきた」と語り、「我々はバイヤーと緊密に協力

して、我々の商品の見せ方と美味しさを洗練させた」

と付け加えた。 

業界の課題は、主にコロナ禍に関連している。アジ

ア各地のロックダウンによって悪化した複雑な貨物の

遅延は、多くの頭痛の種をもたらした。 

これらの問題の一部は、国際貨物支援メカニズム 

(ＩＦＡＭ)からの支援によって緩和された。ＩＦＡＭは、

新型コロナウイルス感染の拡大の継続的な影響に対

応して、世界の航空路線を維持するためにオーストラ

 トトピピッッククスス 

億バーツを超えるという過去最高の輸出額を記録し

た。新型コロナウイルス流行の収束の目途が立たない  

２０２２年も対策措置、支援予算を事前に準備している

が、油断をしてはいけないと忠告している。 
２０２２年４月の為替は１バーツ＝約３.７０円 

１１．．ベベトトナナムム産産ママンンゴゴーーのの日日本本向向けけ輸輸出出３３倍倍にに増増加加

ＶＮＡ（Ｖｉｅｔｎａｍ Ｎｅｗｓ Ａｇｅｎｃｙ）（２０２２年３月２１

日） 

ベトナムは昨年、マンゴーを５３の国・地域に６０万ト

ン以上（３億１,０００万米ドル相当）輸出し、２０２０年に

比べ約５割増加した。マンゴーの輸出先は、ロシア、

米国、韓国、ＥＵ、オーストラリア、中国などで、日本な

どの要求が厳しい市場への輸出は６４０トンと３倍に増

加した。 

２０１９年からマンゴーを輸出しているビナＴ＆Ｔグル

ープのグエン・ディン・トゥン会長によると、同会長の会

社の保存技術は、果実を約１ヶ月間そのままの状態で

保存できる 。ベ トナム が署名 した 自由貿 易協 定  

（ＴＰＰ）は、ベトナムが多くの新しい市場に参入するこ

とを助けている。マンゴーは、年間を通して安定した

品質で栽培することができ、そのことがプラスに働き、

同会長の会社は簡単に輸出注文を得ている。ベトナ

ムにはマンゴーが約８万７千ヘクタールあり、メコンデ

ルタはそのほぼ半分を占めている。 

メコンデルタのドンタップ県は、農業再編計画の重

要作物としてマンゴーを選定した。デルタ最大のマン

ゴー生産者は、高度な農業技術で栽培し、国内消費

と輸出の両用に生鮮マンゴーを出荷している。農業農

村開発省植物防疫局のグエン・ティ・トゥ・フオン副局

長は、日本の消費者はドンタップ産マンゴーが好きだ

と語った。人民委員会のファム・ティエン・ギア委員長

によると、同県は１万２千ヘクタール以上のマンゴー園

を有しており、そのほとんどはカオラン群とカオラン市

にある。ホアロック種がその生産量の７０％を、カト・チ

ュー種が２０％を占め、これらが大きな需要のある２つ

の特産品種である。ドンタップ県では、環境にやさし

い農法とそれらのバリューチェーンの展開に焦点を当

てて、２０２５年までに各種果実の栽培面積をわずか

に増やす計画である。また、果実の原産地のトレーサ

ビリティを高め、果樹園などへの観光を強化する計画

である。同県は、９２８ヘクタールの果実をベトナムの

ＧＡＰ（ベトＧＡＰ）基準に、５３ヘクタールをグローバル

ＧＡＰ基準に適合して栽培したいと考えている。マンゴ

ーのほかに、ロンガンとカンキツ類がここでの重要な

農産物であり、それらは大規模で集約的な農場で栽

培されている。農業再編計画の下、ベトＧＡＰとグロー

バルＧＡＰの基準と高度な技術を採用して、輸出用の

高品質の果実を生産するため、低収量水田作の農業

者の多くが果樹栽培に転換した。ベトナムは、世界的

な需要の高まりの好機を活かし、２０３０年までにマン
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本誌についてのご質問、

ご意見、お気づきの点が

ある場合、転載を希望す

る場合は、上記にご一報

願います。 

より一層有益な情報発

信に努めて参ります。 
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リア政府によって実施された一時的

な、ターゲットを絞った緊急支援措

置である。 

報告書によると、７,２７０万豪ドルの

アグリビジネス拡大イニシアチブも、

輸出業者がバイヤーとの関係を維

持する上で重要である。このプログラ

ムは、既存の市場での売上を伸ばし

続けながら、市場基盤を多様化しよ

うとするオーストラリアの農産物輸出

業者を支援するものである。 

３３．．ススペペイインンのの大大規規模模小小売売チチェェーーンン  

持持続続可可能能なな果果実実やや野野菜菜のの提提供供をを拡拡

大大  ＥＵＲＯＦＲＵＩＴ（２０２２年３月２５

日） 

スペインの大規模小売チェーンス

トアであるアルカンポは、化学肥料・

農薬の使用を最小限に抑えて栽培

され、保存処理していない果実や野

菜を顧客に提供する取り組みを強化

した。 

同社は、生物多様性を高め、二酸

化炭素排出量を削減するのに役立

つ長期的に持続可能な生産技術を

優先するとしている。 

これらには、栽培のために有益な

昆虫（天敵等）を誘引したり、害虫の

捕獲トラップを設置したり、害虫を撹

乱させるフェロモンを使用したりする

ことが含まれる。 

このプロジェクトは、２０１８年に始ま

り、生産者と手を携えて推進され、

徐々に拡大して、現在４０品目を対

象としており、そのうちほぼ半数が

「アルカンポ管理生産（Ａｌｃａｍｐｏ  

Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ）」のラベ

ルで販売されている。 

品目としては、トマト、ピーマン、ナ

ス、オウトウ、カンキツ類などがあり、

すべて品質シールで識別される。 

マウラ・マクスウェル 

４４．．オオーースストトララリリアア  カカンンキキツツ類類生生産産

でで輸輸出出戦戦略略がが必必要要  ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ

（２０２２年３月２９日） 

オーストラリアのカンキツ類業界

は、果実生産の大幅な増加に備え

ている。３月８～９日にサンシャインコ

ーストで開催されたシトラス・テクニカ

ル・フォーラム２０２２の講演者の数

名が、今後数年間で生産量が大きく

増加することから、強力な輸出戦略

が必要であると指摘した。 

オーストラリア柑橘協会のネイサ

ン・ハンコック代表によると、オース

トラリアのカンキツ類業界は長い間

輸出を指向しており、また、カンキ

ツ類の新植が続いていることから果

実の収穫量は増加し続けると見ら

れる。同氏は、現在の輸出市場を

維持しつつ、市場を拡大するため

の取り組みが不可欠であり、果実

の品質と輸出基準の遵守が依然と

して重要であると述べた。 

生鮮カンキツ類の卸売販売額は 

６億８,６００万豪ドルで、小売販売

に５億７,１００万豪ドル、外食サービ

スに１億１,４００万豪ドルの内訳で

あ っ た 。 こ の 期 間 に 合 計 ２ ３ 万  

８,５７６トンが輸出され、輸出額は 

４億４,２００万豪ドルであった。 
（１豪ドル＝約９３円） 

５５．．ニニュューージジーーラランンドド  キキウウイイフフルルーー

ツツ収収獲獲作作業業にに時時給給６６００ドドルルのの高高賃賃

金金  ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２２年３月２９

日） 

ニュージーランドのキウイフルー

ツ業界では、収穫作業労働者を誘

致するために、１時間あたり最大 

６０ＮＺドルの高い賃金と、現金ボ

ーナス、賞品、無料送迎・宿泊・食

事などのインセンティブが提供され

ている。キウイフルーツ業界は、収

穫・梱包作業に通常２万４千人を必

要とするが、今シーズンは季節労

働のためにニュージーランドを訪れ

るバックパッカーや外国人労働者

が不足しているため、収穫作業労

働者は非常に不足している。 

現在、国境閉鎖により６,５００人の

バックパッカーが不足している。そ

れに加えて、オミクロン株感染の流

行により、海外からとニュージーラ

ンド国内の季節労働者が不足して

いる。 

今シーズン、経験豊富な収穫作

業者は１時間あたり６０ＮＺドル以

上、または１日あたり５００～６００ 

ＮＺドル以上を稼ぐことができる。こ

れまで収穫作業をしたことがない初

心者でも、時給３０～４０ＮＺドルの

賃金となっている。 
（１ＮＺドル＝約８５円） 

 
 


